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毎週火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　告　示� 所管課（室）名　

　○長崎県福祉保健部こども政策局関係補助金等交付要綱の一部改正� こ ど も 未 来 課

　・指定公金事務取扱者の指定� 水 産 経 営 課

◎　公　告

　・県営土地改良事業の工事の完了（２件）� 農 村 整 備 課

長崎県告示第480号

　長崎県福祉保健部こども政策局関係補助金等交付要綱（平成19年長崎県告示第419号）の一部を次のように改

正し、令和８年度の予算に係る補助金等から適用する。

　　令和８年８月12日

� 長崎県知事　平田　研　

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。	

改正後 改正前

別表（第２条関係）

　こども未来課関係

別表（第２条関係）

　こども未来課関係

区

分

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

区

分

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１～26　略 １～26　略

27 子育て

短期支

援事業

機能強

化モデ

ル事業

費補助

金

子育て短

期支援事

業の機能

強化を図

る。

次に掲げる事業に

要する経費。ただ

し、補助対象経費

の基準は、知事が

別に定める。

⑴�　新たな受け皿

の確保に向けた

事業

⑵�　利用者をより

適切な預け先に

繋げる事業

６分の

１以内

市町

　こども家庭課関係 　こども家庭課関係

区

分

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

区

分

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１～28　略 １～28　略

29 長崎県

妊産婦

等に対

遠方の分

娩取扱施

設等で出

次に掲げる費用。

ただし、補助対象

経費の基準は、知

略 29 長崎県

妊婦に

対する

遠方の分

娩取扱施

設で出産

次に掲げる者の分

娩取扱施設までの

交通費及び宿泊

略

　　　　目　　　　　次

　　　　告　　　　　示
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する遠

方の分

娩取扱

施設等

への交

通費等

支援事

業

産、妊婦

健診、産

婦健診、

産 後 ケ

ア、乳幼

児健診、

不妊治療

をする必

要がある

妊産婦等

に 対 し

て、分娩

取扱施設

等までの

移動にか

かる交通

費等の助

成 を 行

う。

事が別に定める。

⑴�　次に掲げる者

の分娩取扱施設

までの交通費及

び宿泊費

　ア�　住所地（里

帰りしている

場合は、里帰

り先の居住地

とする。以下

この項及び次

項において同

じ。）から最

も近い分娩取

扱施設まで概

ね60分以上の

移動時間を要

する妊婦

　イ�　医学的な理

由等により周

産期母子医療

セ ン タ ー で

分娩する必要

がある妊婦で

あって、住所

地から最も近

い周産期母子

医療センター

まで概ね60分

以上の移動時

間を要する妊

婦

⑵�　次に掲げる者

の産科医療機関

等までの移動に

要する交通費

　ア�　住所地から

最も近い妊婦

健診の実施が

可能な産科医

療機関等まで

概ね60分以上

の移動時間を

要する妊婦

　イ�　医学的な理

由等により、

周産期母子医

療センター等

で妊婦健診を

受診する必要

がある妊婦で

あって、住所

地から最も近

い周産期母子

医療センター

遠方の

分娩取

扱施設

への交

通費及

び宿泊

費支援

事業

する必要

がある妊

婦に対し

て、分娩

取扱施設

までの移

動にかか

る交通費

及び宿泊

費の助成

を行う。

費。ただし、補助

対象経費の基準

は、知事が別に定

める。

⑴�　住所地（里帰

りしている場合

は、里帰り先の

居住地とする。

以下この項及び

次項において同

じ。）から最も

近い分娩取扱施

設まで概ね60分

以上の移動時間

を要する妊婦

⑵�　医学的な理由

等により周産期

母子医療セン

ターで分娩する

必要がある妊婦

であって、住所

地から最も近い

周産期母子医療

センターまで概

ね60分以上の移

動時間を要する

妊婦
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　　�等まで概ね60

分以上の移動

時間を要する

妊婦

　ウ�　 妊 娠 後 期

（概ね妊娠32

週頃）等に分

娩を予定する

分娩施設に切

り替えて妊婦

健診を受診す

る 妊 婦 の う

ち、住所地か

ら最も近い分

娩施設まで概

ね60分以上の

移動時間を要

する妊婦

　エ�　住所地から

最も近い産婦

健診を受診で

きる医療機関

等（分娩をし

た医療機関・

助産所等）ま

で概ね60分以

上の移動時間

を要する産婦

　オ�　住所地から

最も近い産後

ケア事業実施

施設まで概ね

60分以上の移

動時間を要す

る母子

　カ�　住所地から

最も近い乳幼

児健診を受診

できる医療機

関等まで概ね

60分以上の移

動時間を要す

る母子

　キ�　住所地から

最も近い不妊

治療実施施設

（ 生 殖 補 助

医療管理料又

は精巣内精子

採取術の届出

医療機関）ま

で概ね60分以

上の移動時間

を要する夫婦

（ 事 実 婚 含
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　　む。）

30 長崎県

遠方の

産科医

療機関

等で受

診する

妊婦健

診等に

要する

交通費

支援事

業

遠方の産

科医療機

関等で妊

婦健診、

産 婦 健

診、産後

ケア、乳

幼児健診

を受診・

利用する

必要があ

る妊産婦

等に対し

て、当該

医療機関

等までの

移動に要

する交通

費の助成

を行う。

以下に掲げる者の

産科医療機関等ま

での移動に要する

交通費。ただし、

補助対象経費の基

準は、知事が別に

定める。

⑴�　住所地から最

も近い妊婦健診

の実施が可能な

産科医療機関等

まで概ね60分以

上の移動時間を

要する妊婦

⑵�　医学上の理由

等により、周産

期母子医療セン

ター等で妊婦健

診を受診する必

要がある妊婦で

あって、住所地

から最も近い周

産期母子医療セ

ンター等まで概

ね60分以上の移

動時間を要する

妊婦

⑶�　妊娠後期（概

ね妊娠32週頃）

等に分娩を予定

する分娩施設に

切り替えて妊婦

健診を受診する

妊婦のうち、住

所地から最も近

い分娩施設まで

概ね60分以上の

移動時間を要す

る妊婦

⑷�　住所地から最

も近い産婦健診

を受診できる医

療機関等（分娩

をした医療機

関・助産所等）

まで概ね60分以

上の移動時間を

要する産婦

⑸�　住所地から最

も近い産後ケア

事業実施施設ま

で概ね60分以上

の移動時間を要

する母子

予算の

範囲内

で知事

が別に

定める

額

市町
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⑹�　住所地から最

も近い乳幼児健

診を受診できる

医療機関等まで

概ね60分以上の

移動時間を要す

る母子

31 長崎県

遠方の

不妊治

療実施

施設で

受診す

る不妊

治療時

に係る

交通費

支援事

業

遠方の不

妊治療実

施施設で

不妊治療

を受診す

る必要が

ある夫婦

（事実婚

含む）に

対して、

当該施設

までの移

動に係る

交通費の

助成を行

う。

住所地から最も近

い不妊治療実施施

設（生殖補助医療

管理料又は精巣内

精子採取術の届出

医療機関）まで概

ね60分以上の移動

時間を要する夫婦

（事実婚含む）の

不妊治療実施施設

までの移動に係る

交通費。ただし、

補助対象経費の基

準は、知事が別に

定める。

予算の

範囲内

で知事

が別に

定める

額

市町

　こども未来課及びこども家庭課関係　略 　こども未来課及びこども家庭課関係　略

長崎県告示第481号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項の規定により、次のとおり指定公金事務取扱者を指定

し、公金の支出事務を委託したので、同条第２項の規定により告示する。

　　令和８年８月12日

� 長崎県知事　平田　研　

１　指定公金事務取扱者の指定日及び委託年月日

　　令和８年６月１日

２　指定公金事務取扱者の所在地及び名称

　　長崎市五島町２番27号

　　長崎県漁業協同組合連合会　代表理事会長　髙平　真二

３　委託事務

　　中小漁業賃上げ対策緊急支援事業に係る中小漁業賃上げ緊急支援金の支出事務

４　委託期間

　　令和８年６月１日から令和９年２月26日まで

　　　県営土地改良事業の工事の完了（公告）

　次の県営土地改良事業は、工事を完了した。

　　令和８年８月12日

� 長崎県知事　平田　研　

地区名 事業の名称 工事着手時期 工事完了時期

雲仙 農村地域防災減災事業（ため池整備事業） 令和２年６月26日 令和６年11月15日

　　　　公　　　　　告
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　　　県営土地改良事業の工事の完了（公告）

　次の県営土地改良事業は、工事を完了した。

　　令和８年８月12日

� 長崎県知事　平田　研　

地区名 事業の名称 工事着手時期 工事完了時期

南島原 農村地域防災減災事業（ため池整備事業） 平成30年12月24日 令和７年３月12日
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